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１．宇美町共働事業提案制度とは 

宇美町では、第6次総合計画で「地域の創意と主体性を生かした共働による地域づくり

の推進」を重点目標の一つに掲げ、町民と行政が「共にまちづくりを担う主役である」と

いう意識を持って、お互いの長所を生かしながら共働して公共サービスに取り組み、町民

の力が地域に生きる、より暮らしやすい魅力あるまちづくりを目指しています。 

今回、地域課題の効果的かつ効率的な解決を図るために、町民活動団体と宇美町が共

働で実施する公益的な事業提案を募集する制度です。 

２．応募できる団体の要件 

以下の項目をすべて満たす団体であることが必要です。

(1)主たる活動の場が町内にあり、自主的かつ自発的な運営が行われていること。 

(2)共働事業の提案の日において20歳以上の者が代表者であり、5人以上の会員で構

成されていること。  

(3)定款、規約、会則があり、会員名簿を備えていること。 

(4)団体としての運営及び会計処理（予算及び決算を含む。）が引き続き１年以上適

正に行われていること。 

(5)共働事業の成果報告や会計報告ができること。 

(6)政治的活動及び宗教的活動を目的とする団体でないこと。  

(7)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条

第2号に規定する暴力団その他集団的に若しくは常習的に暴力的不法行為を行うこ

とを助長するおそれがある団体等又は構成員の統制下にある団体ではないこと。 

(8)設立趣旨及び活動内容が共働のパートナーとして適当でないと認められる団体で

ないこと。 
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３．対象となる事業 

平成29年度中（平成30年3月31日まで）に実施完了する事業で、以下の項目をすべ

て満たす事業が対象です。

４．共働事業の種類・経費の負担額 

（１）共働事業の種類 

共働事業の種類は、次のとおりです。 

※なお、今回は行政提案型共働事業の募集はありません。 

（２）経費の負担額 

町と町民活動団体の経費の負担は、次のとおりです。 

内容 

町民活動団体提案型

共働事業

町民活動団体が自ら企画提案を行うものです。

行政提案型 

共働事業 

行政が町民活動団体と共働で取り組みたい課題又はテーマをあ

らかじめ示し、これを基に町民活動団体が具体的な取組を提案

するものです。 

町の負担額 町民活動団体の負担額

町民活動団体提案型

共働事業

事業の実施に必要な総事業費

の5分の4以内で、1事業あ

たり30万円を限度とします。

事業の実施に必要な総事業費

のうち、町の負担額以外の額

となります。

行政提案型 

共働事業 

事業の実施に必要な総事業費

の10分の9以内で、町が提示

した金額を限度とします。 

事業の実施に必要な総事業費

のうち、町の負担額以外の額

となります。

(1)宇美町内で実施される公益性の高い事業であり、地域課題の解決に対して具体的

成果及び効果が期待できるもの 

(2)町民活動団体と行政の役割分担が明確かつ妥当で、それぞれの特性を生かして共

働して実施することで相乗効果が期待できるもの 

(3)町民活動団体の先駆性、専門性、独自性等を生かした取組であるもの 

(4)予算の積算、実施日程等の事業計画が適正であり、実現可能性があるもの   

※前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、対象外です。 

(1)宗教、政治又は営利を目的とするもの 

(2)特定の個人又は団体のみが利益を受けるもの 

(3)公の秩序又は善良の風俗を害するおそれのあるもの 

(4)国、地方公共団体その他の機関から助成を受けているもの 
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（３）助成対象経費 

共働事業の実施に直接要する、必要不可欠な経費が対象です。同じ経費であって

も補助対象となる部分とならない部分があります。以下に例示していますが、詳

しくはまちづくり課までお問い合わせください。

項  目 補助対象となるものの例 補助対象とならないものの例

人件費 共働事業の実施に直接かか

る人件費

団体運営にかかる恒常的な人件

費

食糧費 講師の飲料代、ワークショ

ップ開催時等に必要な飲

料・茶菓子に限る

左記以外の飲食にかかる費用は

補助対象外

原材料費 塗料や木材などの原材料 行事・イベント等の参加者が自

己負担すべきと考えられる原材

料

旅費 講師の交通費や宿泊費

（町の基準に準じる）

調査研究や視察に伴う交通費・宿

泊費 

通信運搬費 郵便料、宅配便代 電話料、インターネット使用料

燃料費 作業等に必要な機材、車両等

の燃料費 

保険料 事業の実施にかかる保険料 建物等にかかる火災保険・地震保

険、自動車保険など

報償費 外部の講師への謝礼 団体会員のみを対象とした講座

にかかる謝礼、団体会員への謝礼

使用料及び賃借料 会場や会議室の使用料、車や

機械の借上料、駐車料金 

団体事務所の賃借料、団体会員所

有の車両または機材の借上料

印刷製本費 チラシ、ポスター、パンフ

レットの作成費、必要な資

料等を作成するためのコピ

ー代

適正な数量を超える印刷代

消耗品費 用紙、文房具、事務用品など

の購入費（概ね 1万円未満の

もの）

適正な数量を超える消耗品の購

入費

備品購入費 － 一律対象外 

その他  光熱水費などの団体の恒常的な運

営経費、慶弔費、交際費、加入団

体への負担金、領収証のないも

の
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５．募集期間・提出書類

平成 29年 1月 10 日（火）～平成 29 年 2月 10 日（金）の間に、以下の書類をまちづく

り課にご提出ください。 

応募にあたっては、共働のパートナーとなる担当課と十分に事前協議を行ってください。

実施したい事業があっても、どこが担当課かわからないという場合には、まちづくり

課にご相談ください。

※この募集要項や申請様式等は、下記のＵＲＬからダウンロードできます。

http://www.town.umi.lg.jp/site/kyoudouteian/kyoudouteian2.html

６．審査

提案された共働事業については、学識者や一般公募住民等で構成される共働事業提

案制度実施判定委員会（以下「判定委員会」という。）において、申請団体からの公

開プレゼンテーションを経て実施を決定します。公開プレゼンテーションの日程等は

下記のとおりです。

判定委員会が審査結果を町長に報告した後、町長が共働で実施する事業を最終的に

決定し、申請団体に対し結果を通知します。 

●日時 平成 29 年 2 月下旬（予定） 

●場所 宇美町役場  

※審査を行う判定委員には、各団体から提出された共働事業提案書の写しを配

布します。この他に判定委員に配布したい資料がある場合は、まちづくり課まで

ご相談ください。

※パソコン・プロジェクターを利用してプレゼンテーションを実施する場合

は、準備の都合上事前にお申し出ください。

※プレゼンテーションへの出席は、各団体 3 名までです。発表の持ち時間は、

団体 10 分以内とします。また、発表後、質疑応答の時間があります。

(1) 宇美町共働事業提案制度共働事業提案書（様式第 1号） 

(2) 宇美町共働事業提案制度提案団体概要書（様式第 2号） 

(3) 宇美町共働事業提案制度共働事業企画書（様式第 3号） 

(4) 宇美町共働事業提案制度共働事業収支予算書（様式第 4号） 
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７．共働事業の実施 

共働事業実施決定後、実施団体は担当課とともに、事業内容やそれぞれの役割分担等

を協議し、共働事業の運営に関する協定書を締結します。団体と町との「目的の共有」

「相互理解」「自主・自立、対等な関係」のもと、協定書に沿って事業を進めます。

事業内容を変更、中止又は廃止する場合は、事業の変更申請等を行う必要がありま

す。申請が遅れると、共働事業の実施決定が取消しになる可能性もありますので、速

やかにまちづくり課までご連絡ください。 

事業完了後、まちづくり課に実績を報告していただき、平成 30 年 5 月頃に実施予

定の活動報告会にて実績を発表していただきます。

なお、共働事業の実施に伴い収入が生じたり、寄付を受けたなどの理由により、決

算において残余金を生じた場合は、団体と町との経費の負担割合に応じて、当初の決

定額にかかわらず、負担金額を変更することがあります。 

８．その他 

・同一の共働事業の実施は、3 回（3ヶ年）を上限とします。

・事業実施に係る資料は各団体において 5年間保管してください。

・各団体から申請され、決定された全ての事業は、町ホームページにて公表します。 

また、審査結果及び理由、事業の実施・報告内容及び団体の情報等についても、個人

情報に関するものを除き、原則公表します。

・事業実施の中で知り得た個人情報については、取扱いに十分ご注意ください。 
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【応募から事業実施までの流れ】 

事業担当課との事前協議

団体と事業担当課の役割分担等、事前に十分な協議が必要です。

応募書類の作成・提出

公開プレゼンテーション

公開プレゼンテーションにより、審査を行います。

実施決定及び通知

事業実施

平成30年3月31日までに事業を完了してください。

事業の成果や課題等を整理

実施報告書の作成・提出

事業完了の日から14日以内に、報告書等を町長に提出する必要があります。

共働事業報告会

事業の成果や収支決算等について、団体による報告会を実施します。


